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第 1章 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

１-１．背景
小山町（以下、本町という。）では、高度成長期における人口増、行政需要の拡大などを背景に

多くの公共建築物やインフラ資産（以下、公共施設等という。）を整備してきました。しかし、こ
れらの公共施設等の約半数が既に完成後30年以上を経過し、老朽化が進んでいることから、今後
は、安全・安心なサービス提供のための維持補修に加え、大規模改修や建替えが必要となることが
見込まれるとともに、その時期が集中することが予想されます。さらに、社会構造や町民ニーズの
変化により、公共サービスのあり方を改めて見直す必要性にも迫られています。
また、財政面では、全国の多くの自治体と同様に、人口減少や少子高齢化の進展に伴い、税収の
減少が予測される一方で、社会保障費は年々、増加傾向にあります。これに加え、公共施設等の維
持管理費や更新費用が本町の財政運営にとって大きな負担になることが予想されます。
特に、本町の学校施設の延床面積は、公共建築物総延床面積の 39.3％を占め、昭和 40 年代後半

から 60 年代にかけて建替えや増築等の整備を進めてきた学校施設は、更新時期に差し掛かろうと
しています。さらに、児童生徒数の減少による余裕教室の増加、ICTの推進、猛暑対策による冷エ
アコン設備の導入等、学校施設を取り巻く環境は大きく変化しており、施設改修にあたってこのよ
うな動向を捉えておくことが求められます。
今後、学校施設の更新時期が集中し、施設修繕や建替えに多額の費用が必要になると考えられる

ことから、計画的、効率的に学校施設の整備や維持管理を行い、施設の長寿命化等を進めることに
より将来負担の軽減を図ることを目的として、学校施設等の長寿命化計画を策定します。

１-２．目的
小山町立学校施設等長寿命化計画（以下「本計画」という。）は、本町の小学校、中学校につい

て、上記の背景や第４次小山町総合計画後期基本計画、小山町教育大綱（平成 27 年度）を踏まえ
て総合的な観点で捉え、中長期的な視点で修繕、改築、維持管理等に係るトータルコストの縮減及
び予算の平準化を図りつつ、学校教育施設に求められる機能・性能を確保することを目的としてい
ます。
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１-３．計画の位置づけ
本計画は小山町公共施設等総合管理計画に基づく学校施設の個別施設計画として位置づけます。
また、本町では、町政の最上位計画である小山町総合計画と連携・相互補完にある教育に関す

る分野別計画として、小山町教育大綱の方針を踏まえた「小山町教育振興基本計画」を策定して
おり、本計画との整合を図ります。

■計画の位置づけ

１-４．計画期間
計画期間は、上位計画である小山町公共施設等総合管理計画と整合を図りつつ、2020 年度から

2056 年度とし、原則として 5年ごとに計画の見直しを行うことを基本とします。

１-５. 対象施設
本計画は小学校 5校、中学校 3校を対象施設とします。これらの施設が保有する建物のうち、
小規模な建物（倉庫、部室、便所、概ね 200 ㎡以下の建物等）は対象外として長寿命化計画を策
定します。

■対象施設

計画期間
2020年度から2056年度までの３７年間

（5年ごとに見直し）

国

インフラ長寿命化計画

国土強靭化計画
第４次小山町総合計画後期基本計画

小山町総合戦略

小山町公共施設等総合管理計画

小山町立学校施設等長寿命化計画

町

小山町教育振興
基本計画
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第２章 学校教育施設の目指すべき姿

上位計画となる小山町教育大綱及び第４次小山町総合計画後期基本計画の内容を踏まえ、教育行
政の基本方針やまちの将来像における位置づけから、１～3の学校教育施設の目指すべき姿を設定
します。

１ 多様な教育・学習活動に適応した学校施設

⑴国際化・情報化の進展、少子化の進行、価値観の多様化といった大きな時代の変化の
中、国際的な感覚、個性豊かな心や社会性、そして確かな学力と心身の健康など社会
を「生きる力」を身につけるため、多様な学習形態に柔軟に対応できる施設を目指し
ます。

⑵子どもたちが郷土に誇りと愛着をもつことができるよう、自らの地域や学校施設の歴
史等を学習し伝統や文化に関する教育を行うための環境や、外国語教育を展開しやす
い環境を整えることによりグローバルな社会に向けた教育環境を充実させます。

⑶デジタル教科書の導入等、情報化の進展と普及に伴い、ICT環境の整備を効率的に進
めるとともに、児童・生徒一人ひとりの教育環境ニーズに応じた施設を充実させます。

２ 安全・安心な学校施設

⑴本町でも、人口減少、少子高齢化社会が進み、今後もより深刻となることが想定され
ます。また、本町では多くの老朽化した施設を抱えており、建物の更新時期を迎えて
ます。
そのため、今後のニーズや将来の児童・生徒数を見据え、適切な規模を維持し、長寿
命化を図ります。

⑵学校施設の安全を確保し、地域の防災拠点施設としての役割を充実するため、校舎・
体育館等の安全対策の実施、施設の維持・管理を徹底するとともに、安全に寄与する
ものとして付加すべき機能導入を図ります。

⑶障害の有無に関わらず安心して学校施設を利用できるよう多目的トイレの充実やス
ロープ、手すりの設置などのユニバーサルデザインやバリアフリー化を図ります。

３ 地域の拠点としての学校施設

将来の児童・生徒数に即しながら、社会情勢の変化に伴い柔軟な対応ができるように
施設の維持・活用を図ります。また、生涯学習の場として体育館を地域に開放したり放
課後子ども教室等の継続的運用を行うなど、地域コミュニティを活性化することができ
る施設とします。
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第３章 本町の概況

３-１．人口の推移

(１) 人口の推移
昭和55年以降の本町の人口は、平成2年の23,566人をピークに減少が続いており、平成27年

には19,497人（国勢調査）となっています。
年齢3区分別人口をみると、年少人口は昭和60年をピークとして、生産年齢人口は平成2年を

ピークとして、それぞれ減少している一方、老年人口は一貫して増加しています。
年齢3区分別人口割合では、年少人口割合、生産年齢人口割合のそれぞれで減少傾向となっ

ていますが、老年人口割合は増加しており、平成27年の老年人口割合は26.3%となっています。

■人口の推移

■年齢３区分別人口割合の推移

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 将来人口推計（H30）
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３-２．財政の状況

(１) 歳入
平成20年度から平成29年度までの普通会計決算の歳入は約87～137億円で推移しており、過

去10年間の平均額は約104.6億円/年となっています。このうち町税は、平成20年度以降、おお
むね横ばいで推移しており、平成29年度は約40億円です。

町税等の自主財源比率は約68%で、直近の5年間は増加しています。

■歳入決算額の推移

■自主財源比率の推移

出典：総務省 市町村決算カード
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(２) 歳出
平成20年度から平成29年度までの普通会計決算の歳出は約85～127億円で推移しており、過

去10年間の平均額は約100.1億円/年となっています。このうち人件費は、平成20年度は約19.2
億円でしたが、平成29年度は約18.2億円と約1.0億円減少している一方、扶助費は、平成20年度
は約6.3億円でしたが、平成29年度は約9.5億円と約3.2億円増加しています。
歳出のうち、義務的経費(人件費・扶助費・公債費)の割合は、28.8％～41.4％で推移してお

り、平成29年度では28.8%となっています。

■歳出決算額の推移

■歳出に占める義務的経費の割合の推移

出典：総務省 市町村決算カード
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３-３．公共建築物の現況

(１) 公共建築物の整備状況と保有量の推移
令和元年 5月末現在、本町が保有する建築物は 238 棟、累計延床面積は 112,984 ㎡となっ
ています。建築年別の整備延床面積では、昭和 49 年が 8,760 ㎡で最も多く、次いで平成 3年
が 8,453m2、平成 8年が 7,137m2となっています。
建築年区分別の延床面積割合をみると、築 30～39 年が 26.8%で最も多く、次いで築 20～29
年が 25.1%となっており、築 30年以上の割合は 51.0%と半数以上となっています。

■公共建築物の整備状況と保有量の推移

■建築年区分別延床面積割合

出典： 小山町 H31 公有財産台帳
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(２) 耐震化の状況
本町の公共建築物のうち、約25.7%が昭和56年5月以前の旧耐震基準で建設されていますが、

学校を中心として耐震補強工事を進めています。

■公共建築物の耐震化の状況

※昭和 56 年に建築された建築物は旧耐震基準に計上
出典： 小山町 H31 公有財産台帳
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第４章 学校施設の実態

４-１．学校施設の活用状況・運営状況等の実態

(１) 対象施設の概況
本計画の対象施設は、町立学校施設8校(小学校：成美・明倫・足柄・北郷・須走の計5校、中

学校：小山・北郷・須走の計3校)です。

■対象施設の概況

※延床面積は学校施設台帳ベースで記載。

（小規模な建物は対象外）

※建築年は、校舎など学校施設の主要機能を持つ建物の建

築年の中で最も古い建物の建築年度を採用。

※経過年数は 2019 年を基準としたもの。

※児童生徒数・学級数は 2019 年現在の数値です。また学

級数は特別支援学級を含んだ数値です。

出典：小山町
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■対象施設の概況

配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：550 成美小学校

配
置
図

外

観

↑⑯教育棟 ↑⑱連絡通路 ↑⑰管理棟

↑⑲給食棟 ↑⑳屋内運動場

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：551 明倫小学校

配

置

図

外

観

↑⑰管理・教育棟 ↑⑱教育棟

↑⑳給食棟

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：552 足柄小学校

配

置

図

外

観

↑④屋内運動場 ↑⑨管理・教育棟

↑⑪給食棟

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：553 北郷小学校

配

置

図

外

観

↑⑪管理・教育棟 ↑⑫連絡通路

↑⑮給食棟 ↑⑰教育棟

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：554 須走小学校

配

置

図

外

観

↑⑰管理棟 ↑⑮教室棟 ↑⑲給食棟

↑㉑屋内運動場 ↑㉒生活科棟

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：3940 小山中学校

配

置

図

外

観

↑⑪教室棟 ↑⑱給食棟

↑⑲管理・教育棟 ↑⑳武道場

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：3941 北郷中学校

配

置

図

外

観

↑⑩格技室 ↑⑪管理・教室棟

↑⑫給食棟 ↑⑮屋内運動場

本計画で対象とする学校施設
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配置図 出典：学校施設台帳 配置図（文部科学省）

学校調査番号：3942 須走中学校

配

置

図

外

観

↑⑦格技棟 ↑⑩校舎

↑⑫屋内運動場 ↑⑬渡り廊下

本計画で対象とする学校施設
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(２) 児童・生徒数、学級数の変化
児童数（小学校）及び生徒数（中学校）は、2010年から2019年にかけて減少傾向となってお

り、2010年に1,753人だった児童生徒数が2019年には1,361人と、2010年の児童生徒数の約78%
まで減少しています。
学級数は、小学校及び中学校共に横ばい傾向で推移しており、2010年の44学級から2019年

には48学級となっています。中学校においても同様に、2010年の23学級から2019年で20学級
となっています。

■児童・生徒数、学級数の推移

※学級数は特別支援学級を含む
出典：小山町
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(３) 保有教室の活用状況
保有する普通教室が利用されず余裕教室となっている学校施設が多い状況となっています。

余裕教室は児童生徒会室や学年会議室、多目的室などとして利用されている状況となっていま
す。また、今後は児童・生徒数がさらに減少していくと予想され、余裕教室が増える可能性が
あります。
特別教室は、中学校における外国語教室など一部対応教室を持たない教科はあるものの、1

教科に対し2教室以上割り当てられている学校施設もあり、概ね充足しています。

■保有教室の状況

出典：小山町
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(４) 対象施設の施設関連経費の推移
対象の小中学校の施設関連経費は、2014年から2018年の間で約1.5億円～約2.7億円で推移し

ており、平均は約1.9億円となっています。内訳をみると施設整備費の変動が施設関連経費全体
の変動に影響しています。

■対象施設の学校管理費（施設関連経費）の推移

※維持修繕費は、消耗品、燃料、印刷製本、修繕、飼料、医薬材料にかかる費用。
※その他施設整備費は、役務費、使用料及び賃借料、原材料費、備品購入費、負担金・補助及び交付金の合計。

出典：小山町
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(５) 対象施設の経年別保有面積の推移と施設分類別建築年別延床面積割合
本計画における対象建物の延床面積を建築年度別にみると、築30年以上の建物が56％、築20
年以上の建物が70％を占めており、建築年数が1970年∼1980年代に集中しています。
なお、旧耐震基準（1981年以前）の建物延床面積は13％あり、旧耐震基準の建物については、

耐震診断を実施し、耐震補強を要する建物については補強済となっています。

■対象施設等の築年別状況
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(６) 将来の更新コストの予測
改築と大規模改造による従来型の更新を実施した場合の更新コストを試算します。
試算条件は、以下の様に設定します。

■学校施設維持・更新コスト（従来型）試算条件

※改築周期、大規模改造周期及び単価は、学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書等に基づき設定

軽微な修繕を実施し、40年程度で改築するという従来型で管理した場合、今後40年間の年間
平均コストは約5.3億円、総額約211億円になります。なお、今後10年間で改築を要する建物が集
中し、約92億円の維持・更新コストが必要となっています。

■今後の維持・更新コスト（従来型）

工 種 周 期
単価

校舎 屋内運動場
改築 40年 330,000円/㎡

大規模改造 20年
82,500円/㎡
（改築単価×25％）

72,600円/㎡
（改築単価×22％）
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４-２．学校施設の老朽化状況

（１） 構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価
文部科学省の学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書に基づき、現地での目視調査等を
実施し、「屋根・屋上」「外壁」「内部仕上げ」「電気設備」「機械設備」の 5つの部位に
関してA～Dの 4段階評価を棟ごとに行い、健全度を算出しました。
■参考：評価基準と健全度算定の考え方
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■構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価（その１）
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■構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価（その２）
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（２）今後の維持・更新コスト（標準的な長寿命化型）
大規模改造に加え、長寿命化改修による計画的な更新を実施した場合の更新コストを試算し

ます。試算条件は、以下の様に設定します。

■学校施設維持・更新コスト（長寿命化型）試算条件

※改築周期、大規模改造周期及び単価は、学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書等に基づき設定

※今後10年間に長寿命化改修を実施する建物は、長寿命化改修費からA評価の部位修繕相当額を差し引く

竣工から40年で長寿命化改修を実施し、80年程度で改築するという長寿命化型で管理した場
合、今後40年間の年間平均コストは約4億円、総額約170億円になります。なお、今後10年間で
長寿命化改修を要する建物が集中し約64億円の維持・更新コストが必要となっています。従来型
と比べると今後40年間で約41億円の縮減効果が得られています。
ただし、標準的な長寿命化を行った場合でも、過去の施設関連経費の2.2倍のコストがかかる

上、2024年度以降に4回程度の長寿命化改修の集中ピークが発生すること、改修のない年度が存
在するなど維持・更新コストが平準化されていない状況が見受けられます。

■今後の維持・更新コスト（標準的な長寿命化型）

工 種 周 期
単 価

校 舎 屋内運動場
改築 80年 330,000円/㎡

長寿命化改修 40年
198,000円/㎡
（改築単価×60％）

大規模改造
20年（1回目）
60年（2回目）

82,500円/㎡
（改築単価×25％）

72,600円/㎡
（改築単価×22％）

部位修繕 今後10年以内
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第５章 学校施設整備の基本的な方針等

５-１．学校施設の規模・配置計画等の方針

（１）学校施設等長寿命化計画の基本方針
上位計画となる小山町公共施設等総合管理計画の「公共施設等の総合的かつ計画的な管理

に関する基本方針、施設類型ごとの管理に関する基本方針」に基づき、以下のとおりとします。

（３）学校施設の規模・配置計画等の方針
本町の学校施設については、現状の位置で維持し、長寿命化改修を実施する中で児童・生徒

数やニーズに応じた規模とします。また、建替えを要する場合には現状の立地位置に問題がな
いか検討し、必要に応じて配置を変更します。

学校施設等長寿命化計画の基本方針
方針 1 予防保全への転換を進め、財政負担の縮減による持続可能な施設管理

の推進
・学校施設は、少子化の動向を見据えた適正な学校規模とするため、施設の集約化・
複合化、多機能化等により、総量の適正化を図ります。今後も維持する施設につい
ては、計画的効率的な修繕（予防保全）への転換を進め、中長期的な視点に立った
計画的な維持管理に努めることにより、ライフサイクルコストの縮減を目的とした
長寿命化を進めます。

・改修等の時期にあたっては公共施設全体の管理費用も考慮して、町の財政負担の平
準化に努めながら決定します。

方針 2 適切な学習環境の維持と向上
・猛暑対策のために設置したエアコンの維持管理をはじめ、建物の断熱化や省エネル
ギー機器の導入、施設全体のユニバーサルデザイン化、トイレのドライ化の継続的
整備などを行うことで学校施設の機能向上を図り、快適で利用しやすい施設整備を
進めるとともに、運営経費の縮減に努めます。

・将来多様に変化する学習内容や学習形態、社会情勢などに合わせ、授業プログラム
の ICT化等教室を取り巻く環境の変化への対応を視野に入れた整備を進めます。

方針 3 地域施設としての活用
・学校施設が地域施設として活用されていることを踏まえ、学びの場である学校を拠
点として地域コミュニティの形成を推進します。
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５-２．改修等の基本的な方針

（１）長寿命化の方針
本町の財政状況の下では、従来の改築を中心とした老朽化対策では対応しきれない状況下に

ありました。したがって、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を
図るため、改築よりも工事単価が安価で、廃棄物や二酸化炭素の排出量の少ない長寿命化改修へ
の転換を図ります。ただし、今後の児童生徒数の減少により、現在の施設規模が過大となる場合
には、複合施設としての改築も合せて検討していきます。
なお、学校施設を含めた本町の公共施設は、竣工から30年～40年が経過しており、同周期で長

寿命化改修を実施すると財政負担の増加が懸念されるため、必要に応じて財政状況と費用対効
果を検証し、長寿命化改修の実施の有無、周期・改修メニューを検討します。

（２）目標耐用年数、改修周期の設定
本町の学校施設は、長寿命化の方針に基づき、建築後 80 年まで使用することを目標に、大規

模改造周期を 20 年（竣工より 20 年目及び 60 年目の合計 2回）、長寿命化改修周期を 40年（竣
工より 40 年目）で実施することを基本とします。

■目標耐用年数及び改修周期

■長寿命化のイメージ

出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（文部科学省）

目標使用年数 大規模改造の周期 長寿命化改修の周期
80年 築20年 / 60年 築40年
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第６章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

６-１．改修等の整備水準
対象施設の実態や方針を踏まえ、今後の学校施設の整備項目と整備水準を以下のように設定し

ます。なお、実際の対象施設の更新や改修の際には、本計画において設定した整備項目と整備水準
をもとに具体的な検討を行います。

■整備基本方針のキーワード（案）

■主要な整備項目に関する水準（案）

（次頁に続く）

項 目 基本方針キーワード
機能性 ・将来の機能向上や用途変更、再編等への対応力・柔軟性 等

耐久性 ・耐候性対策、ライフサイクルコストへの配慮 等

メンテナンス性 ・点検、維持管理、改修、更新の容易性 等

環境への配慮 ・環境負荷対策、省エネルギー 等

整備項目 整備水準
屋上・屋根 ・梁や柱など建物を支える部分及び、床や壁などの建物内部への漏水を防

止し建物の劣化を抑えるため屋上防水は、原則として、既存の防水仕様
は撤去・更新し、長寿命で耐久性に優れた材料・工法を選定します。選
定に際しては、今後の供用年数を考慮し費用対効果が高い材料・工法を
採用します。ただし、防水工事を実施済である校舎等においては、老朽
度の程度に応じて維持、若しくは既存防水層非撤去工法とします。また、
同時に建物の断熱性向上及び冷暖房負荷軽減によるランニングコスト
削減のため、屋上の断熱防水についても検討します。

・金属屋根は著しい老朽化や漏水等が見られる場合は撤去・更新します。
長寿命で耐久性に優れた材料・工法を選定し、老朽化の程度が軽微なも
のは再使用します。

外部仕上げ ・RC造の校舎等の外壁は、中性化試験を実施した上で中性化の進行状況
に応じた中性化抑制対策を行います。

・外壁にひび割れ、クラック、欠損などが生じている場合には適切な補修
を行い、外壁仕上げは長寿命で耐候性に優れた材料・工法を選定します。
選定に際しては、今後の供用年数を考慮し費用対効果が高い材料・工法
を採用します。また、色調は周辺環境との調和および教育環境に配慮し
ます。

・建物の断熱性向上及び冷暖房負荷軽減によるランニングコスト削減の
ため、内断熱工法などによる断熱改修を行ないます。
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（前頁より続く）

■その他個別に検討が必要な事項（案）

整備項目 整備水準
内部仕上げ ・各室の用途や利用特性に配慮し、長寿命で耐候性に優れた材料・工法を

選定します。選定に際しては、今後の供用年数を考慮し費用対効果が高
い材料・工法を採用します。

・内装木質化を検討し、潤いとあたたかみのある空間を確保します。
・トイレの床材については、既にドライ化整備済みであるが、将来に渡っ
て清潔感を確保するよう整備水準を保ちます。

電気設備 ・照明設備のLED化や人感センサーの導入など、省電力化やランニングコ
ストの低減に配慮した省エネルギー効果の高い機器を選定します。

機械設備 ・空調設備は、児童・生徒が使用する教室を中心に設置するとともに、エ
ネルギーの有効利用を図った計画とします。

・雨水・中水利用等、CO2の削減やランニングコストの低減に配慮した省
エネルギー効果の高い機器を選定します。

整備項目 整備水準
ユニバーサル
デザイン

・多目的トイレ、段差解消スロープ等を設置します。

防災機能 ・自家発電設備、マンホールトイレ等を設置します。

通信機能 ・Wi-Fi環境については既に導入済みであるが、整備・更新を継続するこ
とにより整備水準を保ちます。

環境機能 ・太陽光発電設備等を設置します。
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■整備水準イメージ
建物の骨組みとなる部分の整備（外壁改修）

出典：学校施設の長寿命化改修の手引き（文部科学省）
建物の骨組みとなる部分の整備（屋上防水改修）

出典：公共建築物の老朽化対策に係る事例集（国土交通省）
建具・内装・設備等の改修（スケルトン工法例）

出典：公共建築物の老朽化対策に係る事例集（国土交通省）
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建物の機能向上（断熱化）

出典：校舎のエコ改修の推進のために（国立教育政策研究所）

建物の機能向上（内装木質化）

出典：学校施設の長寿命化改修の手引き（文部科学省）

建物の機能向上（トイレドライ化）

出典：学校施設の長寿命化改修の手引き（文部科学省）

建物の機能向上（ユニバーサルデザインへの配慮 段差解消スロープ）

出典：学校施設の長寿命化改修の手引き（文部科学省）
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建物の機能向上（ユニバーサルデザインへの配慮 多機能トイレ）

出典：学校トイレ事例（学校のトイレ研究会）
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６-２．維持管理の項目・手法等
学校施設における従来の主な点検・調査には、法令で義務付けられている建築基準法第 12 条点

検や設備機器の定期点検等があります。今後、予防保全型の施設管理を推進していくにあたって、
建物の劣化状況を的確に把握することが不可欠となります。そのため、建築基準法第 12 条点検と
は別に、専門業者等による「老朽化調査」を行うことで、老朽箇所や危険箇所が早期に発見でき、
適切な修繕を早期に実施することが可能となります。
老朽化調査に当たっての評価項目を定めた老朽度調査マニュアルを作成し、定期的に点検・調査

を実施します。また、老朽化調査による評価を学校施設カルテ・公共施設データベースに蓄積・更
新していくことで、老朽化の進捗度合いを反映した改修メニューや改修時期に適宜見直していき
ます。

■維持管理の項目・手法・周期（案）

点検・調査 調査者 調査項目
実施年度

1 2 3 4 5 6 7 …

建築基準法
第12条点検

一級建築士等
有資格者

「特定建築物定期

調査業務基準」に

よる

● ● ● …

老朽化調査 専門業者等

「特定建築物定期

調査業務基準」に

よる

● ● ● ● …

設備機器
定期点検

専門業者等
設備機器に関する

法令に準拠する
設備機器ごとに定期点検 …

日常点検 施設管理者等

「学校施設の点検

ハンドブック（最

新版）」による

● ● ● ● ● ● ● …
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第７章 長寿命化の実施計画

７-１．改修等に関する優先順位付けの考え方
（1）改修等に関する優先順位付け
本町の学校施設等は最も古い施設では築 40 年以上となっています。そのため今後は、建築年数

が 40 年を超えて、劣化の進んでいる建物から順番に、健全性を回復するための長寿命化改修を行
ないます。また、老朽化状況の把握により部材等の劣化が進んでいる施設のうち、概ね 10年程度
の間に長寿命化改修を行う予定のない施設については、早急な部位修繕を行い、劣化の改修を進め
ます。
長寿命化改修にあたっては、財政状況を勘案した上で、教育環境の改善や社会的ニーズへの対応

を図った施設の複合化についても、検討します。

（2）費用と改修時期の平準化
今後の維持・更新コストの試算において、長寿命化改修と改築は大きな費用を占めるため、複数
の施設の長寿命化改修や改築が集中した年度は、施設関連経費が増大します。
長寿命化改修や改築を行う校舎は、教室として使用できないことから、校内の余裕教室や体育館
の利活用、もしくは校庭等への仮設校舎の建築などにより代替教室を確保する必要があります。
したがって、同一学校内で複数の校舎の長寿命化改修や改築が同時に行われると、必要とする代
替教室が多くなるため、代替教室の設置費用の増大を招くだけでなく、校内での確保が難しくな
ります。そのため、同一学校内で長寿命化改修や改築の時期が集中しないように平準化を図る必
要があります。
そこで、実施時期の策定にあたっては、年度別の施設関連経費の差が小さくなるように、各施設
の改修や改築時期を調整するとともに、同一学校内で複数の校舎が同時に改修や改築が行なわれ
ないように時期を調整します。なお、倉庫や部室等の小規模な建物については本長寿命化計画で
は対象外となっていることから、併せて改修や改築時期についても調整の対象外とします。
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７-２．長寿命化のコストの見通し ～維持・更新の課題と今後の方針～
改築を主体とした「従来型」から大規模改造・長寿命化改修の組合せにより建物を良い状態に保

ち、建物の骨組みとなる梁や柱等の部材を耐用年数まで活用する「長寿命化型」に転換した場合で
も年間平均コスト 4億円が必要となることから、中長期的な財政負担や整備費用の平準化を考慮し
整理・検討しました。

整 理 ・ 検 討 事 項
【状 況】
・対象施設等の築年別状況から、新耐震基準（昭和 56年［1981 年］6月以降）実施
後の建築ピークが 4回程度存在している。それらの建物については、長寿命化改修
（竣工より 40年目）のピークが 2021 年以降に訪れる。その際、標準的な長寿命化
型改修試算による 40年間の平均コストである「4億円/年」を超える部分について
検討が必要と考える。
【維持更新コストが 4億円/年を超える年】

・2021 年以降、改修等に必要な維持・更新コストが殆ど発生しない年が存在する。
【過去の施設関連経費 1.9 億円/年を超えない年】

【方 針】
・「改築」については可能な限り「長寿命化改修」での対応を考える。
・長寿命化型改修試算による 40年間の平均コストである「4億円/年」を超える年に
ついては、可能な限り長寿命化改修に必要な維持・更新コストが殆ど発生しない年
度への整備先送り及び、前倒し対応を考える。

1：2023 年～2030 年
2：2036 年～2038 年
3：2044 年～2046 年
4：2050 年～2051 年
5：2058 年～2059 年

①：2032 年～2035 年
②：2039 年～2042 年
③：2053 年～2055 年
④：2057 年

1：2023 年～2030 年
⇒2021 年～2022 年（2年程度の整備前倒し）

⇒2031 年～2035 年（5年～7年程度の整備先送り）
2：2036 年～2038 年 ⇒2039 年～2040 年（2年～3年程度の整備先送り）
3：2044 年～2046 年 ⇒2042 年～2043 年（3年程度の整備前倒し）
4：2050 年～2051 年 ⇒2053 年～2055 年（3年～4年程度の整備先送り）
5：2058 年～2059 年 ⇒2057 年 （1年～2年程度の整備前倒し）
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■今後の維持・更新コスト（バランスの良い長寿命化型）【検討イメージ】

■今後の維持・更新コスト（バランスの良い長寿命化型）【具体検討例】

今後の実施計画検討にあたっては、コスト削減・平準化への取組や効果を検証しつつ、実施計画の
進捗管理や 5年ごと本計画の見直しの中で、児童生徒数の将来推計から必要な教室数や規模等をそ
の都度精査することで、コスト低減に向けたより一層の配慮が必要と考えます。
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７-３．今後 5年間の実施計画
これまでの内容を踏まえ、長寿命化型の試算に基づき 5年間の実施計画を想定し、別表に示しま

す。

■今後 5年間の実施計画
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第８章 長寿命化計画の継続的運用方針

８-１．情報基盤の整備と活用
学校施設の維持管理費や利用状況などに関する情報は、所管部署で個別に保有・管理されてお

り、役場内の全庁的な情報統一や整理がなされていない状況であります。
そのため、小山町公共施設等総合管理計画の策定部署、その他個別施設計画の策定部署との横

断的な調整の基、データベース化を含めた情報の一元化を図ります。

８-２．推進体制等の整備
本計画の推進に当たっては、これまでのような本町の役場内組織の縦割りによる管理だけで

は適正に進めることはできません。そこで、学校施設を含む公共施設等を所管する部署間での
調整を行い、全体的な視点に基づく意思決定ができる組織体制を確立させ、組織横断的な調整
機能を発揮させた進行管理を行うとともに、計画や目標の見直しを図ります。

８-３．フォローアップ
本計画を推進するために、Ｐｌａｎ（計画）⇒Ｄｏ（実施）⇒Ｃｈｅｃｋ（評価）⇒Ａｃｔｉ

ｏｎ（改善）の４つの視点に基づくＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行います。毎年度の予算
編成作業前に進捗状況のチェックを行い、継続的な取組を推進していくとともに、歳入の減少や
国の制度改正など、試算の前提条件に変更が生じた場合は、適宜見直しを行うこととします。
また、PTA・町民と行政が問題意識を共有し、将来のあるべき姿について幅広い議論を進める

ために、施設に関する情報や評価結果を積極的に開示していきます。


